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研究成果の概要（和文）： 
 この研究では、1991 年からの学習困難児に対する教育支援の研究を発展させて、極低出生体

重児の学習困難、特に①不器用、②算数の学習困難、③集団参加の困難に対する超早期教育支

援を行い、子どもがもつ課題の発見法と支援モデルの雛形を作りました。また、遠隔地の教育

支援のために遠隔双方向ビデオ会議システムを定期的に使用し、その効果的な活用法を明らか

にしました。 
 
研究成果の概要（英文）： 
 The research of the education support to the children with learning difficulties since 
1991 was developed in this study.   The education support at extremely early stage to the 
children with many immaturities based on very low birth weight, especially ① clumsy, ②
arithmetic difficulty, and ③difficulty of group participation, was performed.  As the result, 
the finding method of their difficulties and the model of their support were suggested.   
Moreover, the effective use method of information communication technique was clarified. 
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１．研究開始当初の背景 
  低出生体重児の医療・教育の歴史は地域によ
って異なるが、概要を図１に示した。 
1970 年代から 1990 年代までは救命が最優先

で、先進的医療機関がその成績を競っていた。
1990 年代から 2000 年代には合併症のない救命

が課題となった。そして、2000年代に入って子
どもたちの QOL（生活・人生の質）の向上が課
題となってきた。現在、日本でも新生児の0.8%
が極低出生体重児(VLBW)である。極低出生体重
児の発達的側面に関する主な研究をあげる。 
国内の研究では、中村ら（2000）が、1990年
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図1.極低出生体重児の医療・療育・教育の変遷
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度出生の超低出生体重児の9歳児予後について
全国調査を行い、知的障害などの発達障害が約
20％にあると報告している。平成20年日本小児
保健学会では発達/行動面のフォロー結果が発
表されるが、支援の成果は報告されていない。   
国外の研究では、Rodrigues MCら（2006）は

世界の文献レビューを行い、極低出生体重児は
学習困難があり、特に算数の困難があると報告
している。しかし、その他の文献を含め、小学
校に入ってからの支援・指導については、その
必要性を述べるに止まっている。 
この現状に対して、本研究は極低出生体重児

の小学校の学習困難を超早期教育支援しようと
いう試みである。これまで３年間の研究で完成
した学習習熟度テスト（小学校国語・算数）、
K/ABC 検査結果などを用いて、各種の学習困難
を予防する視点で効果的な支援を行う。具体的
な成果をあげることができれば世界で初めての
報告となる。本研究者達は図の下段に示したよ
うに、これまでの研究の中で医教連携の組織的
基礎（発達小児科）はできている。 
 
 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
なお、本研究は極低出生体重児の超早期教育

支援（図２）であるところに独創的な点がある。 
いわゆる早期支援は何らかの困難や障害に対

して早期から支援することである。本研究の超

早期支援は困難や障害が生じる前に予防的支

援・介入（教育）を行うことである。これを可

能とするのは、病院のフォロー体制でK/ABC検

査を全員に行うこと、気になる子どもを医教連

携のとれた教育支援に直ちに組み入れることが

できるからである。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
２．研究の目的 
本研究では、1991 年からの学習困難児に対す

る教育支援の研究、この 3 年間の極低出生体重
児の学習困難に対する医教連携による教育支援
の研究を発展させて、①極低出生体重児の学習
困難、特に不器用、算数、集団参加の困難に対
する超早期教育支援モデルをつくること、②教
育支援の効率を高めるために遠隔双方向ビデオ
会議システムの活用法を解明することを目的と
する。以下、それぞれについて詳しく述べる。 
 

（１）極低出生体重児の不器用、算数、集団参

加の困難に対する超早期教育支援モデルをつく

る。 

極低出生体重児における学習困難について、

本研究者らは過去3年間の研究で不器用、算数、

集団参加の困難が生じることを明らかにした。

本研究では、これらの困難が生じる前に、今日

までの医教連携の実績を活かして、予防的に支

援（超早期教育支援）を行う。 

不器用には療育センターの理・作部で集団・

個別支援のモデルを示して、保護者や教員に助

言する。算数は本研究者らが作成した学習習熟

度テストを定期的に行って習熟段階を見極め、

子どもの強さを活かす指導・支援を行う。 

集団参加については、望ましい支援方法を学

習した学生が参加介入を行い、集団参加を促す。 

医療と教育の関係者から成る多職種で指導・

支援案を話し合い、教員や学生が行った「計画

－実践－評価のサイクル」を検証して、学校や

家庭で教員や保護者が使える実践的かつ効果的

な超早期教育支援モデルをつくる。 

 

（２）遠隔双方向ビデオ会議システムを活用し

て遠隔地の学校･家庭での指導・支援を効果的

に行う。 

極低出生体重児の在籍する学校･家庭は愛媛

県内でも車で片道3－4時間かかる所があり、広

く散在している。本研究者と学校･家庭間で、学

習や集団参加の様子を具体的に情報交換するた

めに、双方向ビデオ会議システムを活用する。

同時に、発達研究会の医療・教育関係者間の効

果的な情報交換システムを構築する。 
 
 
３．研究の方法 
（１）本研究の研究組織・研究体制（図 3） 
不器用に対しては、医療関係者の協力で集団

と個別の支援モデルをつくる。算数学習に対し

ては、病院で K/ABC 検査を行い子どもの特性

を明らかにして保護者に伝え、教員や学生に支

援法を伝えて実践し、支援モデルをつくる。集



団参加に対しては、病院での保護者の情報をも

とに、教員や学生に支援法を教員や学生伝え、

その実践結果を発展させながら支援モデルをつ

くる。 
 

図３.VLBW児の超早期介入の研究体制
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①不器用に対する支援モデルに関しては、極低

出生体重児用の6歳児健診の不器用チェック基

準をリハビリの専門家と話し合ってつくる。リ

ハビリ担当の研究協力者は現在の子ども療育セ

ンターのリハビリを再検討して、教員や家族が

できる支援モデルのひな形をつくる。試みに一

部の保護者や教員に支援法を伝える。 

②算数学習の支援モデルに関しては、極低出生

体重児が1年から3年までの学年末に、本研究

者達が作成した学習習熟度テストを実施して、

学習の困難を早期に発見する。また、K/ABC 検

査で境界域、著しい認知の偏りのあった子ども

を対象にした公開講座の案内と共に算数や他の

学習についてアンケートを行い、気になる問題

のある子どもの保護者と担当教員に参加を勧め

る。希望のある保護者や教員に対して、研究補

助者の学生を派遣したり、専門家の助言を得て、

大学で学生が指導を試みる。 

③集団参加の支援モデルに関しては、6 歳児の

健診時に子どもや保護者からの情報、学年末の

学習習熟度テストに学校での生活状況をうかが

うアンケートの回答などから、集団参加の困難

を早期に発見する。支援の希望がある子ども･

保護者については、学校や地域の集団活動にお

いて研究補助学生に実際に支援を依頼し、その

結果を発展的に改善して支援モデルをつくる。 

以上の研究に研究代表者が効率よく参加する

ために、子ども療育センターでの指導場面、カ

ンファレンス、学生の支援場面の直接的指導に

遠隔双方向ビデオ会議システムを活用する。 

県下の各学校を訪問しての直接的指導も行う。

この際、学校や教員と協力して支援の具体的成

果を上げる方法については、今日までの研究代

表者等の実践経験を参考に行う。 

また、初年度には先行研究施設の現状をみる

ため、東京と大阪へ調査に行く。それと本研究

の成果を学会で発表する。 

 

 

４．研究成果 

この3年間の研究を通して、極低出生体重児

の教育・療育支援として、以下の成果をあげる

ことができた。 

（１） 不器用の支援モデルに関しては、6歳児

検診で標準化されているＪＭＡＰを継続して実

施し、問題点が明らかとなった事例については、

小児リハビリテーションの専門機関である子ど

も療育センターの理学療法、作業療法部に紹介

した。そして、そのリハビリテーション施設で

極低出生体重で出生した不器用な子どものグル

ープ指導を定期的に行った。 
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 図 4．新版Ｋ式発達検査の発達年齢の経過 

 

事例（図 4）：姿勢・運動領域については、1
歳 6 ヶ月時にはＤＱ87 と境界の水準であった。

そこで定期的なリハビリを開始した。約 9 ヵ月

後の 2 歳 3 ヶ月時には姿勢・運動はＤＱ74 と低

下しており実年齢の伸びに追いつけていないが、

発達年齢そのものは上昇した。その後 3 歳時点

では DQ95 と大幅に伸びており、リハビリは終

了となった。 

 

 
 

 図 5．不器用テスト3項目の年次経過 
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不器用テストでは、運動との関連性が特に高

いと考えられるJMAPの「基礎能力指標」と「協

応性指標」から3項目を選択した。そのうち、1

項目でも認められた場合を、運動面の不器用さ

を残す可能性が高いと判定し、運動支援を行い、

図5の成果を上げた。 

 

（２）算数の支援モデルについては、公開講座

に参加した子どもに対する一斉指導による支援、

また個別相談での支援と担任との連携を図った。 

 公開講座では、文章題を間違うことが多いＡ

児について、数量関係を表すことばがどの程度

身に付いているか、絵カードを用いた操作課題

により調べた（表 1）。そして、実態に応じて操

作課題を入れて、学習を進めると理解ができた。 
 

表１．算数の「増える・減る」の理解 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、子どもと保護者の希望があり、学校の

了解が得られた事例については、学校を訪問し

ての学習支援も行った。その結果、個に応じた

支援の工夫をすれば、極低出生体重児も算数を

はじめ学習上の問題を改善できることが分かっ

た。お金の計算ができなかった事例の支援を示

す（図6）。 
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●体を動かす活動
●興味関心を生かした

楽しい学習
●児童のできることを

生かした支援
 

 

 

図 6．硬貨の使い方の指導の成果 

 

 

（３）集団参加を促すための支援モデル作りで

は、学生支援員が学校に入って支援することで、

子どもの困難さを改善することができた。この

やり方は、他の理由で集団参加が難しい場合と

同じ方法で、子どもの興味関心を大切にして、

支援者と一緒に入り、少しずつ周囲の子どもを

巻き込んでいく方法で学級全体への参加につな

がった。図7に支援例を示す。 

初めの状態（５月） 支援後の状態（１１月）

 
 図 7．対人関係の支援 

 

（４）ＩＣＴを活用した支援を通年で行うこと

ができた事例を紹介する。方法は一般的なＩＣ

ＴであるSkype を用いた（図8）。  

ビデオ通信
（Skype）

愛媛大学
研究室

O市
K児の家庭

ビデオ通信（Skype）の活用方法

    
図 8．ＩＣＴとしてSkypeを使用 

その結果、学習や学校生活全般で改善が見られ

た。漢字学習の成果を以下に示した（図9）。 

（１）漢字の読みの学習 ―支援後―

●生活の中で漢字に目を向ける
ようになった

・テレビのテロップに書かれた
漢字を読む

・広告に書かれた漢字を一人で
読む

など

●漢字の読みに自信が持てるよ
うになった

●52語読めるようになった

●1年生で習う漢字80字中
約30字⇒77字
読めるようになった

保護者へのアンケートから

 
 図 9．漢字学習におけるＩＣＴ支援の成果 



 

 以上の成果は、日本小児神経学会、日本発達

障害学会、ハイリスク児フォローアップ研究会、

日本特殊教育学会、日本小児科学会愛媛地方会

等で発表した。 
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回日本発達障害学会 2011 年 8 月 20 日 鳥取
市 
 

４．矢野薫、長尾秀夫（2 番目）極低出生体重
児の 10 歳時点におけるＱＯＬ評価の試み 第
27 回ハイリスク児フォローアップ研究会 
2011 年 6 月 5 日 博多市 
 
５．長尾秀夫 早期産で生まれた子どもの就学
に関する研究－教研式ＣＲＴ国語と算数の成績
から－ 第 53 回日本小児神経学会 2011 年 5
月 26 日 博多市 
 
６．長尾秀夫、他 7 名（1 番目）子どもにとっ
て特別支援教育とは－地域における多職種の連
携を通して考える－ 第 63 回日本保育学会 
2010 年 5 月 22 日 松山市 
 
７．長尾秀夫 子どもの学習活動の成果を小児
科外来において短時間で診る－国語の学習習熟
度テスト（小学１－６年）の開発－ 第 52 回
日本小児神経学会 2010年 5月 21日 博多市 
 
８．矢野薫、長尾秀夫、隅明美 早期産児、超
早期産児について 第 25 回 ハイリスク児フ
ォローアップ研究会 2010 年 6 月 6 日 名古
屋市 
 
９．長尾秀夫 神経疾患がある子どもの学習困
難に関する評価法の開発－小学校の学習習熟度
テスト－ 第 51回日本小児神経学会 2009年
5 月 29 日 米子市 
 
 
 
６．研究組織 
(1)研究代表者 

  長尾 秀夫（NAGAO HIDEO） 

    愛媛大学・教育学部・教授 

 研究者番号：80036483 

 


